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研究成果の概要：電力系統において，複数の託送が含まれる送電線運用問題に対して，安
定度を考慮しつつ，その社会厚生を最大化する手法の提案を行った。提案手法の有効性を
確認するため，プロトタイププログラムを作成し，実規模系統に適用した。提案手法を実
用的な計算時間で実現するためには，並列計算手法を導入することが必要である。そのた
め，複数の計算機を接続したグリッドコンピュータ上での実用化についての検討を行った。 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 1990 年代から，欧米においては規制緩和
による電力自由化市場の活性化を促進する
ための施策が実行され，電力販売価格を押し
下げる試みが続けられている。日本において
も，1995年の電気事業法改正による卸発電事
業の部分自由化の後，2000年には大口の顧客
に対する小売供給の自由化が実施された。
2005 年 4 月からは 50kW の高圧需要家に対し
て小売供給の自由化や日本卸電力取引所の
創設などが行われ，燃料費価格の補正を除い
た電力価格は徐々に低下しつつある。 
(2)一方，規制緩和の負の側面として，2003
年夏には米国ニューヨーク，英国ロンドンや

イタリア全域という世界の大都市で大規模
な停電が発生した。これらは大都市から離れ
た遠隔地から，複数の電力供給会社が連系線
(電力会社間を繋ぐ基幹送電線）を通して安
価な電力を大量に送電していることに起因
していることが報告されている。平常時では
問題ない場合でも，過酷事故による連系線電
力の急激な変動に対応できず，大規模停電が
引き起こされる。競争環境下では安価な電力
の長距離大量輸送が求められるため，連系線
の重要性はますます高まることが考えられ
る。 
(3)このように，連系線に流れる電力を制御
することは大変重要であるにもかかわらず，
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2005年 4月に電力会社を越えて託送を行う毎
に課金される振替託送料金（いわゆるパンケ
ーキ）の廃止により，近距離でも長距離でも
同じコストで電力を送ることができること
になった。これにより，長距離託送による小
売供給が実施され，連系線潮流増加に伴う安
定性への懸念が増加している。安定度を維持
したまま競争を促進するためには連系線の
増強が必要となるが，送電線の建設には莫大
な費用がかかり，託送を行う事業者がその費
用を負担することは不可能である。そのため，
社会的なコンセンサスのもとで，公平な送電
線設備計画を策定する必要がある。 
 
２．研究の目的 
 本研究では競争環境下での連系線設備計
画手法の提案を行った。連系線利用に関して
は，経済的な側面と電力系統運用の技術的側
面が存在する。経済的な側面は，複数のプレ
イヤが存在する競争市場において，送電線利
用に対して社会厚生を最大化する問題とし
て捉えることができる。一方，電力系統運用
の技術的側面から考えると，送電線の熱容量
制約，電圧安定度制約，過渡安定度制約，緊
急時予備力制約等を同時に考慮し，安全な運
転を行えるよう配慮しなければならない。
日々の電力系統運用では，これらの制約を満
足するため，複数の解析プログラムを利用し
熟練の運転者により決定されている。 
 連系線増設には，これら経済性と技術的側
面の両方を満足した解を求めなければなら
ない。これまでの研究では，実系統を対象と
する大規模問題に対して，これら両方を満足
する解を得る手法は存在していない。これは，
特に電力系統解析において，大規模問題の解
法に問題があったためである。 
 そこで本研究では， 
(1) 連系線設備計画に必要とされる安定度
を考慮した電力系統運用最適化計算手法に
対して，多数の解析ケースを実行するのでは
なく発電機電源制限・負荷制限を変数として
モデル化し高速に最適化する手法の開発を
行った。 
(2) 競争環境下での発電機の運用状態を求
めるため，ラグランジュ緩和法による複数の
プレイヤーが存在する競争市場での発電機
起動停止計画手法の開発を行った。  
 
３．研究の方法 
(1)安定度を考慮した電力系統最適潮流計算
手法の開発 
 連系線設備計画を行うためには，運用時に
安定度の維持が確保されていることを保証
するため，多数の安定度計算が必要とされる。
本研究では，微分方程式で表わされる安定度
制約を線形化することで最適潮流計算法に
組み込むことができた。以下にその定式化を

示す。 
①目的関数 
 連系線の送電容量を制限する系統の物理
的･電気的特性として主に発電機出力制約，
電圧安定性制約，熱容量制約，過渡安定度に
関する制約があげられ，(1)式のように表す
ことができる。 
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目的関数はエリア間の有効電力潮流の和と
して(2)式のように表される。 
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②等式制約 

 等式制約として，潮流方程式，発電機の運
動方程式，発電機の初期値方程式がある。 
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③不等式制約 
 不等式制約としては，通常の最適潮流計算
法の不等式制約に加えて，発電機の内部位相
角の制約を考慮する。 
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:REFδ 基準ノードの位相角 

(7)式は発電機出力の制約，母線電圧の制
約を表す。(8)式は各発電機内部位相角の基
準ノードからの位相差を表しており，位相安
定度制約となっている。これにより過渡安定
度を考慮する。 
④最適化手法 
 上記の定式化で示された問題を解くため
に，主双対内点法を用いた最適潮流計算プロ
グラムのプロトタイプを作成した。 



 

 

(2) 競争環境下での発電機起動停止計画手
法の開発 
 競合する 3つの電気事業会社が持つ発電機
について発電機起動停止計画を行い，地域間
にまたがる送電線の許容容量内に送電され
るように各会社で潮流制約を課す。 
①目的関数 
 発電機起動停止計画における目的関数は，
総発電コストを最小化することでありこの
ように表せる。 
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FC は発電する際の燃料費を表す。ST は発電
機を起動する時の起動費を表している。 
②制約条件 
・需給平衡制約  各時間帯において総発電
量から送電損失を引いたものと需要は等し
くなければならない。 
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・運転予備力制約 電力系統の信頼性を維持
するために，各時間帯において十分な運転予
備力が必要である。 

max

1
* ( 1,..., )

N
t t t

i i
i

P U D R t T
=

≥ + =∑  (11) 

・有効線路潮流制約  各線路の有効線路潮
流が過負荷になってはならない。すなわち，
有効線路潮流が送電線の容量以内でなけれ
ばならない。 

max max ( 1,..., )t
km km kmP P P t T− ≤ ≤ =  (12) 

・発電機出力上下限制約  各発電機の上下
限値は異なり，以下のようにあらわすことが
できる。 
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i i i i iP U P P U t T≤ ≤ =  (13) 

・最小起動時間・最小停止時間制約  各ユ
ニットは一旦停止または起動すると，ある最
小時間はその状態を保持する必要がある。 
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③全体の解法 
 発電機起動停止計画をヒューリスティッ
クな手法で制約条件を満足させ，部分問題で
ある線路潮流制約を考慮するものとした。そ
のため，部分問題である線路潮流制約を最適
潮流計算法(OPF)と，ラグランジュ緩和法を
用いて解く。 
 
４．研究成果 
(1) 安定度を考慮した電力系統最適潮流計
算手法 
 開発した安定度を考慮した最適潮流計算

法の有効性を確認するため，日本の中西地域
(60Hz)系統の特徴を取り込んだ IEEJ West30
系統に対してシミュレーションを行った。 
①シミュレーション条件 
 図 1で示される IEEJ West30系統に対して
シミュレーションを行った。 

 

図 1 IEEJ West30 系統 
 
 本研究は，連系線での送電可能量を最大化
する際に電源制限を考慮するため，各発電機
が複数の発電機群から構成されているもの
とした。図 2で示されるように，各発電機 10%
を電源制限できるものとしてモデル化した。 

G1'G1

G2 G2'

G3'G3

G4 G4'

G7 G7'

G5 G5' G6 G6'

71

75

G9 G9' G10

G8 G8'

72

76 77

73

36

 
図 2 電源制限発電機のモデル化 

 
 図 1 の系統図内の A 点(最右連系点)で 3φ
4LG 事故が発生した場合での連系線送電電力
最大化を行った。この時の発電機の内部位相
角の動揺曲線は図 3の通りとなる。 
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図 3 発電機の内部位相角 



 

 

 
 図 3の発電機内部位相角曲線のうち，G2の
発電機の位相角がその制限値に到達してい
ることが分かる。G2 が連系線容量を制限して
いる発電機であることが考えられる。 
 発電機に対して電源制限を行って安定度
を向上させるとして，連系線容量の増分を求
めた。これを，図 4に示す。 
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図 4 電源制限による連系線容量の増加分 
 
 図 4からわかるように，G2 を電源制限する
ことで最も連系線容量が増加していること
が分かる。この条件で，G2の位相角制約に対
するラグランジュ乗数の値は，–1.384であり，
各発電機の最小値（絶対値での最大値）であ
ることが分かる。したがって，本手法を用い
ることで，連系線容量に対する各発電機の安
定度維持に対する感度を求めることができ，
どの発電機（事業者）が安定度に寄与してい
るかを数値的に求めることが可能となった。 
 これらの計算を行うために必要とされる
計算時間を表 1 に示す。 
 
  表 1 計算時間 

Case Iterations CPU Times (secs)
No Shedding 45 138.211
Shedding G1' 40 117.393
Shedding G2' 44 131.177
Shedding G3' 41 124.168
Shedding G4' 39 117.151
Shedding G5' 42 123.779
Shedding G6' 43 126.53
Shedding G7' 41 120.306  

 
 使用計算機は Intel Xeon 3.0 GHz コンピ
ュータである。1 つのシミュレーションケー
スで 2分程度の計算時間がかかっている。そ
のため，複数の系統条件に対して本手法を適
用するためには，並列計算機の導入が不可欠
であることがわかる。ただし，約 2 分のシミ
ュレーション時間はオフライン検討には十
分なレスポンスタイムであるため，プログラ
ム本体の並列化プログラミングを実行する
よりも，プログラムを複数同時に実行できる
インタフェースプログラムを利用すること

により，並列化が容易に実現可能である。 
 
(2)競争環境下での発電機起動停止計画問題 
 開発した手法の有効性を確認するため，プ
ロトタイププログラムを作成した。実規模の
テスト系統に対して実用的な計算時間で解
を得るため，並列計算機で実行できるようプ
ログラミングを行い，MPI インタフェースを
用いたグリッド計算環境でシミュレーショ
ンを行った。 
①シミュレーション条件 
 対象電力系統内に X,Y,Zの 3社が存在する
ものとし，その電力系統が A,Bの 2地域に分
割されていたものとする。図 5にシミュレー
ションに用いた系統を示す。 

 
図 5 シミュレーション系統 

 
各社の需要・発電機の配置は以下のとおりと
なる。 
 
 表 2 競合 3社の需要・発電機 

 発電機 
需要 

 A B 

X 社 3 機 9 機 35％ 

Y 社 6 機 6 機 35％ 

Z 社 5 機 7 機 30％ 

 
 図 5の赤線で示されている境界で地域分割
を行い，A-B 間の線路潮流が規定範囲内に収
まるようシミュレーションを行うものとし
た。 
②シミュレーション結果 
 表 3は潮流制約を適用する前と後の 1時
から 12時までの線路の状態を示している。
この線路の許容容量は 500[MW]に設定され
ており，3時以外の線路は違反しているの
でラグランジュ乗数(LR乗数)が更新され
ていることがわかる。3時では制約が無い
状態から 500[MW]を超えていないのでラグ
ランジュ乗数は更新されず 0となっている。
また線路占有率を見ると，ほとんど 90%を
下回っている。これは 5,6,7時などラグラ
ンジュ乗数が他の時間帯に比べると高い時
間帯の影響による発電機起動状態のため，
低くなってしまっていると考えられる。 
 
 



 

 

 表 3 線路潮流による制約結果 
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図 6 3社の増分コストの比較 
 
 図 6にラグランジュ緩和法のペナルティ協
調に対する各社の増分コストを示す。3 社の
中で X社の変動が少ないことから，この系統
状態では X社に利益があることがわかる。こ
れは，相対的に発電コスト関数が低い A地域
に X社は発電機を 12機中 3 機しか設置して
いないため，ペナルティ協調で増分コストが
あまり変動しないと考えられる。逆に Y 社の
増分コストは大きく変動しており，かなりの
損失が発生している。Y社では同じ A地域に
発電機を 12 機中 6 機設置していることから
ペナルティに発電コスト関数が加算される
ことにより増分コストの変動が激しくなる
と考えられる。 
 
（3）本研究の成果のまとめ 
 本研究では，複数の託送が含まれる送電線
運用問題に対して，安定度を考慮しつつ，そ
の社会厚生を最大化する手法の提案を行っ
た。提案手法の有効性を確認するため，プロ
トタイププログラムを作成し，実規模系統に
適用した。提案手法を実用的な計算時間で実
現するためには，複数の計算機を MPIライブ
ラリを用いたインタフェースにより接続し
たグリッドコンピュータ上で実行するシス
テムを開発した。 
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